
作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

45.0% 73.1% 相談者のニーズに対しアセ
スメントを実施し、個々の
状況に応じた支援プランを
作成し目標を達成しまし
た。

45.0% 42.3% 就労が可能な相談者につ
いて、就労支援を盛り込ん
だプランを作成しました。目
標数値には届きませんでし
たが、就労支援が盛り込ま
れなかった対象者において
も、社会とのつながりを構
築するなどの支援を実施し
ました。

2 政策4-2-①

155人 142人 子どもの学習・生活支
援事業

生活保護世帯、生活困窮世
帯、ひとり親世帯の主に中学
生を対象とした学習会を開催
し、学習機会と居場所を提供し
ます。また、学習支援員が保護
者からの相談に応じ、進学や
生活面の支援を行います。

×

目標を１割程度下回ったも
のの、昨年度より参加者が
３人増加しました。事業に
登録した児童が継続して学
習会に参加しており、学習
の機会や居場所の提供な
どの必要な支援を実施しま
した。

3 行財1-1-①

18 17 本庁と福祉事務所の
連携強化

各区に生活保護法施行事務監
査を実施し、生活保護事務の
適正実施を目指し、指導・援助
を行います。
※指摘事項数は、過去3年の
平均以下とする。

○

R6年度は8福祉事務所で
監査を実施しました。指摘
事項数は17件となり、目標
を達成しました。

4

80人 63人 民生委員協力員活動
費

民生委員協力員制度の利用促
進のため、民生委員が集まる
会議や研修会等の機会を捉え
て民生委員への制度周知を図
ります。

×

目標には達しなかったもの
の、民生委員に対し、制度
の活用方法を紹介するな
どして周知を行いました。

5 政策7-1-②

157件 223件 重層的支援体制整備
事業

重層的支援体制整備事業の推
進のため、本人やその世帯の
ニーズに応じた支援プランを作
成し、関係機関等が連携しな
がら支援を行います。

○

複雑・複合化課題等を抱え
る事例など、本人や世帯か
らの相談に対応し、ニーズ
に応じた支援プランを作成
し目標を達成しました。

1

地域において行政とのつなぎ役と
して活動する民生委員の負担軽
減を図ります。

民生委員協力員数
（実人数）

組織目標管理シート

年度 令和６年度

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

R6.3.31（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

就労支援を受けた生活困窮者のうち、就労や増収につながった人
の割合

組織名（部） 福祉部
組織名

（準部・課・機関名）
福祉総務課 R7.3.31

生活困窮者の新規
相談のうち自立生
活のための支援プ
ラン作成者数の割
合

相談件数に応じた支援体制
を維持しながら、個々の状況
に応じた支援プランを作成し
ます。

主な取組（事業）

相談者に就労支援を積極的
に勧めるとともに、家計改善
事業などの他事業をあわせ
て利用してもらい生活の安定
を図ります。

地域に根差した活動を行っている
子育て支援団体等との連携強化
により、子どもの学習機会の確保
に取り組みます。

学習・生活支援事
業参加者数

学習会の開催を継続すること
で、対象の児童の学習機会
の確保や居場所を提供しま
す。あわせて世帯の生活面
向上のため、保護者への支
援も継続します。

生活困窮者が早期に自立相談支
援機関につながるよう、関係機関
との連携を強化し、様々な問題を
抱える人の事情や本人の思いに
寄り添った支援を行い、自立の促
進を図ります。

政策7-3-①

自立相談支援事業 生活や就労に困難を抱えた生
活困窮者の相談を受け、個々
の状況に応じた支援プランを
作成し、寄り添いながら自立に
向けた支援を行います。

支援プランに就労
支援が盛り込まれ
た対象者数の割合

△

生活保護法施行事務の指導・援
助を充実し、事務ミスや不正の発
生防止に努めます。

事務監査における
指摘事項数

引き続き生活保護法施行事
務の指導・援助を充実し、事
務ミスや不正の発生防止に
努めます。

障がいや介護など属性を問わない
相談支援、参加支援、地域づくり
に向けた支援を一体的に行う重層
的支援体制整備事業を実施しま
す。

重層的支援体制整
備事業における支
援プラン作成件数
（累計）

R7年度は3年に一度の一斉
改選もあることから、民生委
員が集まる会議や研修会等
の機会を捉えて、引き続き制
度の周知を図っていきます。

本人や世帯の状況に応じた
支援プランを作成します。

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

1

219件 185件 社会福祉法人及び社
会福祉施設等への指
導監査

社会福祉法人及び社会福祉施
設等に対し、実施計画に基づく
指導監査を実施します。

×

震災関連業務や特別監査
への対応と監査実施予定
時期が重なり、実施件数を
削減したため、当初の目標
には届きませんでした。

76件 26件 介護・障がいサービス
事業所運営指導

介護・障がいサービス事業所
に対し、実施計画に基づく運営
指導を実施します。

93.0% 98.9% 集団指導の実施 介護・障がいサービス事業者
に対し、動画配信方式による集
団指導を実施します。また、実
施にあたっては事業者が理解
しやすい内容にします。

18人 47人 専門研修等の受講 日本経営協会（NOMA）等の外
部研修を受講し、専門能力と職
務遂行能力を向上します。

6回 7回 監査事例共有会の実
施

監査業務における成功事例や
課題等を共有する場を設けま
す。

2

介護及び障がいサービス事業所
が健全な事業運営を行い、福祉
サービスの質の向上・維持が図れ
るよう指導します。

介護・障がいサービ
ス事業所運営指導
件数

事例共有回数
3

指導監査担当職員の知識の習得
により専門能力の向上を図りま
す。

行財1-4-①

集団指導への参加
率

△

通報案件、特別監査等へ
の対応が重なったことによ
り、一部種別の運営指導を
取止めせざるを得ず、当初
の目標には届きませんでし
た。
一方、事業者が必要とする
内容にポイントを絞った内
容で集団指導を行い、受講
周知に努めた結果、過去
の実績及び目標を上回る
結果となりました。

運営指導の内容や方法等の
精査を行って、効率的に進め
られるよう努めるとともに、引
き続き、事業者が理解しやす
い集団指導を実施し、その受
講を促していきます。

外部研修等参加者
数（延人数）

○

研修日程の前半は受講が
難しかったが、後半は担当
が調整しながら課全体に声
掛けして受講を促したた
め、目標をはるかに上回る
結果となり、同時に事例共
有や意見交換等を行うこと
ができました。
また、対面だけではなく
チェックシートや共有事項
シートを作成し、全体での
共有・統一化に努めまし
た。

各人が積極的に受講をする
とともに、伝達研修や事例共
有会を行って課全体での知
識の向上・共有を図ります。

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

社会福祉法人及び社会福祉施設
が適正な法人運営を行い、福祉
サービスの質の向上・維持が図れ
るよう指導します。

監査件数 指導監査の内容や方法等の
精査を行って、効率的に進め
られるように努めます。
併せて、社会福祉法人の適
正かつ安定した運営に向け
た効果的な指導方法の検討
を進めていきます。

No.

組織目標 指標 主な取組（事業）

R6.5.21

組織名（部） 福祉部
組織名

（準部・課・機関名）
福祉監査課 R7.3.31

組織目標管理シート

年度 令和６年度

（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・新潟市は子育てしやすいまちだと思う保護者の割合
・健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）
・住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる高齢者の割
合
・障がいを理由として差別・暮らしにくさを感じたり、いやな思いをし
たことのない障がい者の割合
・障害者雇用率

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

1 政策1-3-①

30校 38校 共生のまちづくり条例
の普及啓発

障がいのある人を招いた福祉
教育、共生社会を推進する「と
もにプロジェクト」を通して障が
いのある人とない人がふれあ
う機会を増やし、条例や障がい
に対する理解を深める取組を
行います。

○

小中学校への周知の工夫
などが功を奏し、目標を大
きく上回る実施校数となり
ました。

2 政策7-2-①

1057人 1,089人 グループホーム運営
費補助事業及び障が
い者福祉施設整備補
助事業

グループホームの運営費や整
備に補助を行うことで、特に強
度行動障がいや医療的ケア等
特別な支援を必要とする方の
地域生活の場所を整備しま
す。

○

新規事業所の指定や住居
追加によって、定員が増加
し、重度の入居者数も増加
しました。

3 政策7-2-①

27箇所 27箇所 新潟市障がい者地域
自立支援協議会の設
置

障がいのある人が重度化・高
齢化しても、安心して地域での
生活ができる支援体制の構築
に向けて、障がい者地域自立
支援協議会で協議するととも
に、地域生活支援拠点の整備
に向けた検討を行います。

○

24時間の相談支援体制を
備えた相談支援事業所4
箇所を新たに登録しまし
た。登録事業所連絡会議
を開催し、連携強化や拠点
の拡充に向けた取組を進
めることができました。

4 政策7-2-③

154人 150人 新潟市障がい者就業
支援センターの運営

障がい者雇用の中心施設とし
て、就職を希望する障がい者
や障がい者雇用を促進する企
業に対し、相談・助言等の支援
を行います。

×

就職を希望する障がい者
や障がい者雇用を促進す
る企業に対し、相談・助言
等伴走型支援を行いまし
たが、目標を達成すること
ができませんでした。

5 行財１-4-②

18時間 21.41時間 超過勤務の上限目標
の設定

超過勤務の上限目標を設定
し、職員の健康管理を徹底しま
す。

×

休暇・休職による人員不足
や能登半島地震による他
課への職員派遣のため、
職員一人あたりの業務量
が増加となり、目標を達成
することができませんでし
た。

組織目標管理シート

年度 令和６年度 R6.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・障がいを理由として差別・暮らしにくさを感じたり、いやな思いをし
たことがない障がい者の割合
・障害者雇用率

組織名（部） 福祉部
組織名

（準部・課・機関名）
障がい福祉課 R7.3.31

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

学校教育などにおける福祉教育
や、障がいの有無にかかわらず共
に学ぶ交流および共同学習を推
進します。

障がいのある人を
招いた福祉教育（ゲ
ストティーチャー）実
施校数

実際に福祉教育を行う小中
学校の立場に立ち、より利用
しやすいものとなるよう検討
を進め、実施につなげていき
ます。

主な取組（事業）

・障がいのある人が重度化・高齢
化しても、安心して地域での生活
ができるよう、必要な障がい福祉
サービスや相談を受けられる体制
を整備するとともに質の向上に努
めます。

市内グループホー
ム定員数

重度者対応の事業所増加へ
の効果も踏まえながら、引き
続き、運営費補助を行いま
す。

・障がいのある人が重度化・高齢
化しても、安心して地域での生活
ができるよう、必要な障がい福祉
サービスや相談を受けられる体制
を整備するとともに質の向上に努
めます。

地域生活支援拠点
機能実施個所数

障がいのある方の地域での
暮らしの安心感を担保し、自
立を希望する方に対する支
援体制の充実に向けた取り
組みを引き続き進めていきま
す。

・就職を希望する障がいのある人
への相談から定着までの伴奏型
支援を行うとともに、労働局など関
係機関と連携し障がい者雇用企業
の拡大に取り組みます。

新潟市障がい者就
業支援センター登
録者の就職者数

登録前の相談受付段階で、福祉
施設につなぐケースが増加傾向
にあり、就労準備・調整を要して
からの就活となるため、一般就
労へのハードルは高いですが、
就労に向け引き続き支援を行っ
ていきます。

・職員が心身ともに健康に働くこと
ができるよう、一人当たりの平均時
間外勤務時間数の縮減に努めま
す。

一人月あたりの平
均時間外勤務時間
数

引き続き業務の平準化及び
効率化に努めるとともに、定
時退庁推進日を積極的に周
知するなど、職員の健康管理
に努めます。

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ6目標 Ｒ6結果 取組名称（事業名） 概要

1

80 ・解決提案率
100％

（相談件数
17件）

・利用者アン
ケート回収率

85.7％

・サービス管理責任者
による相談窓口の設
置
・利用者・職員向けア
ンケートの実施

・支援について、利用者・保護
者とも十分に共有し、相談機能
を強化し、一貫性のある支援
の実施に取り組んでいきます。
また「利用者・保護者アンケー
ト」を実施して、利用者・保護者
のニーズを今後の支援に生か
していきます。

○

・利用者・保護者とも高齢
化が進み、身体的支援も
必要となる中、抱える問題
も複雑化する傾向がありま
すが、関係機関等と連携し
て、解決に尽力しました。
・令和6年度から実施を開
始した「利用者・保護者ア
ンケート」から、利用者・保
護者のニーズを把握し、よ
り良い支援につなげるよう
取り組みました。

2

実施 未達成 ・日々のヒヤリハット
チェック
・軽易な事故チェック
の実施

・支援において、人権侵害や虐
待が生じることのないよう、ま
た、事故やケガ等を未然に防
げるよう、日々のヒヤリハット
チェックや軽易な事故チェック
を実施し、安全な生活支援の
実施につなげます。

×

・令和６年度から「リスク・
安全係」を立上げ、日々の
支援の中のリスクを拾い上
げ、対策を検討し、職員全
員で取り組みました。一
部、不適切な支援が園内
で発生しましたが、改善策
を講じ、チェックを実施しな
がら、再発防止に努めまし
た。

3 行財１-4-①

8
15

・園内研修
22回

・各委員会主催
研修　15回

・職員園外研修
参加　34回

・業務改善提案
件数　22件

・園内・園外研修の実
施
・業務改善・効率化へ
の検討・提案

・園内職員研修の実施（新任職
員に対する研修：保険・虐待
等、全職員に対する研修：感染
症・吐物処理・虐待防止等）・個
人やグループで事務改善や業
務改善に取りみ、提案につな
げます。

○

・多職種がいる支援員のス
キルの向上に向け、積極
的に研修に参加し、より良
い支援の実施に向けて取
り組みました。合わせて、
業務の効率化に向け、業
務改善に取り組みました。

　利用者に安全で健康的な生活支
援を行うため、職員の支援力の向
上に向け、日々のヒャリハット
チェック及び軽易な事故チェックを
実施します。
　また、この報告をもとに検証を行
い、再発防止につなげます。

・ヒヤリハットチェッ
クの強化による事
故の未然防止

・今後も、より安全で安心な
支援の実施を目指して、
チェックリスト等を活用し、再
発防止に取り組んでいきま
す。また、「リスク・安全係」を
中心に、過去に発生した軽易
な事故やヒヤリハットの事例
を分析・検討し、対策等を職
員間で共有しながら、再発防
止に取組みます。

　職員の支援力の向上等スキル
アップ、質の高いサービスの提供
に向け、園内・外での研修の実施
と参加に取り組みます。
　また、業務の効率化に向け、業
務改善に取り組み、提案につなげ
ます。

・園内職員研修実
施回数（回）
・業務改善や提案
数（件）

・次年度も、職員の支援力の
向上と質の高いサービスの
提供に向け、園内外での研
修に積極的に参加し、職員の
スキルの向上に取り組みま
す。また、業務の効率化に向
け、業務改善にも取り組んで
いきます。

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

　「個別支援計画」に基づく支援を
行うために、利用者の人権に配
慮・尊重するとともに、心身の状
態・環境等十分なアセスメントを行
い、相談機能を強化し、サービス
の向上につなげます。

・相談に対する解決
に向けた提案をし
た割合（％）
・利用者・職員向け
アンケートの実施

・従来通りの相談窓口での機
能を充実する他、昨年度に引
き続きアンケート調査を実施
します。このアンケートの結果
を基に、より良い支援の実施
に繋げていきます。また、保
護者との懇談会等行事の開
催を通して、利用者・保護者
のニーズを把握し、支援に生
かしていきます。

主な取組（事業）

No.

組織目標 指標

R6.4.1

組織名（部） 福祉部
組織名

（準部・課・機関名）
障がい福祉課　明生園 R7.3.31

組織目標管理シート

年度 令和6年度 （参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

障害を理由として差別・暮らしにくさを感じた、いやな思いをしたこと
がない障がい者の割合

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

1 政策7-1-②

756件 610件 成年後見制度利用支
援事業（高齢者分）

成年後見制度の利用促進と高
齢者の権利擁護、法的地位の
安定を図るため、成年後見制
度の利用にかかる費用を助成
します。 ×

報酬助成件数に関しては
前年増（R5：529件→R6：
541件）となったが、市長申
立件数が減（R5：67件→
R6：48件）となったため、制
度全体の利用者数として
は、R5：617件より減少し、
目標件数を大きく下回っ
た。

前年度以上（62
箇所以上）

63箇所 小規模多機能型居宅
介護事業所建設事業
費補助金

地域密着型サービスの基盤整
備を進めるため建設事業費の
補助を行います。

前年度以上（16
箇所以上）

17箇所 施設開設準備経費等
支援事業

施設等の円滑な開設のため、
新たに整備（新規開設・増床）
を行う事業者に対し、開設準備
に要する経費の助成を行いま
す。

医療と介護の出前ス
クール事業

介護職のイメージアップや理解
促進を図るため、介護サービス
事業所で勤務する職員に協力
を募り、小・中学校、高校を訪
問して介護の魅力を発信しま
す。

介護職について、増加を目
標に取り組んだが、R5の
10,919人から減少し、目標
を大きく下回った。
「医療と介護の出前スクー
ル」の申込件数は11回で目
標数値（15回）を下回った
が、学校へ再度事業の案
内を行った効果もあり、前
年度の申込件数7回を上
回った。翌年度に向けて小
学校の理事会（校長先
生）・総務会（教頭先生）に
て事業説明を行い、各小学
校へ周知を依頼した。

介護施設見学会事業 介護の現場のイメージアップと
ともに新たな人材確保を目指
すため、ハローワーク新潟と連
携し介護施設見学会を実施す
ることで職業意識啓発や職場
理解を深めます。

「介護施設見学会」は例年
同様、年間5回開催した。
参加者数は96人で目標数
値（100人）を下回った。

介護職員等キャリア
アップ支援事業

職員の資質向上および定着
化、キャリアアップを図るため、
専門的な研修会の開催や介護
職員などが資格を取得するた
めの費用を法人が負担した場
合にその費用の一部を助成し
ます。

「キャリアアップ支援事業」
の申込件数は16回で目標
数値（20件）を下回った。

4 行財3-2-④

提言、要望の
実施

提言、要望の
実施

国の施策・予算に対す
る要望（本市単独）

北信越市長会要望

国や県の施策、予算に対して、
提言、要望を行い、地方分権・
地方創生につなげていきます。

○

令和7年度国の施策・予算
に対する要望（本市単独）
を6月に実施。
北信越市長会要望につい
ては、5月に春要望と10月
に秋要望を実施。

R6.5.27

国や県に対し、必要な提言・要望
を行い、協議を進め、地方分権・地
方創生につなげていきます。

国や県への提言、
要望

令和8年度国の施策・予算に
対する要望（本市単独）に向
け、3月に資料作成を実施。
北信越市長会要望について
は、春要望に向け資料作成を
2月に実施。

11,731人

3

現役世代が減少する中において
も、介護現場が地域における介護
ニーズに応え、職員がやりがいを
持って働き続けられる環境づくりを
進めるため、介護という仕事の魅
力発信に取り組むとともに、デジタ
ル技術の導入による業務の効率
化を推進するなど介護分野で働く
人材の確保・定着を支援します。

政策7-1-③

介護人材数（常勤
換算）

10,856人

×

翌年度の学校行事等が決定
する前に、学校へ事業の案
内を行う。案内の回数を増や
す。

今後もハローワーク新潟と連
携を図り、開催の周知及び開
催時に就労支援等の制度案
内等を行う。

引き続き、法人に一斉メール
を送信するなど制度の周知
に努める。

成年後見制度利用
支援事業利用者数
（高齢者分）

弁護士会や司法書士会等の
職能団体に制度利用を積極
的に働きかけるほか、区役所
や地域包括支援センターで
制度利用が必要な高齢者を
把握した場合、当該制度を活
用するよう引き続き周知す
る。

主な取組（事業）

○

 ３回公募を実施し、小規模
多機能型居宅介護１箇所
所、看護小規模多機能型
居宅介護1箇所を選定し、
整備目標を達成した。

第9期介護保険事業計画に
基づき、地域偏在の解消に
向けた整備を引き続き推進す
る。

組織目標管理シート

年度 令和６年度 （参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができると思う高齢
者の割合

組織名（部） 福祉部
組織名

（準部・課・機関名）
高齢者支援課 R7.3.31

2

介護サービス需要は増加し、多様
化しているため、住み慣れた地域
での暮らしを地域全体で支えるた
めの土台として、既存施設等を活
用しながら、地域密着型を中心とし
たきめ細かな基盤整備を進めると
ともに、サービスの質の確保に努
めます。

政策7-1-③

小規模多機能型居
宅介護事業所整備
数

看護小規模多機能
型居宅介護事業所
整備数

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

高齢者の権利擁護については、高
齢者虐待防止に取り組むととも
に、成年後見制度の活用を推進し
ます。

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

480件 470件 ・地域介護予防活動支援
事業
・地域包括ケア推進モデ
ルハウス事業

住民同士が支え合うしくみづく
りの構築を進めるため、多世代
の居場所「地域の茶の間」開催
団体に対して運営費等を助成
します。

支え合いのしくみづくり推
進員を中心に新規実施団
体の創出に取り組み、着実
に増加していますが、目標
までは届きませんでした。

1,080人 917人 ・フレイル予防事業 健康な状態と要介護状態の中
間であるフレイル（虚弱）を予防
し、健康寿命を延伸するため、
フレイルチェックを活用したフレ
イ予防に取り組みます。

冬季の悪天候などの影響
により参加が伸び悩んだこ
とで、目標を下回る結果と
なりました。

1,000回以上 1,507回 ・認知症予防教室 認知症予防に役立つ生活習慣
の普及啓発のため、身近な地
域に運動普及推進員を派遣し
ます。

区や運動普及推進員によ
る事業啓発により、目標を
達成することができました。

7,000人 5,292人 ・認知症高齢者等地
域支援推進事業

認知症高齢者が住み慣れた地
域で尊厳を持ちながら安心して
生活を継続できるよう、認知症
の知識や理解のある「認知症
サポーター」を養成します。

学校を中心に養成者数は
増えましたが、企業への周
知啓発が進まず、目標を下
回る結果となりました。

5 行財1-4-②

15.0日 15.0日 ・業務効率の向上につ
ながる職場環境の実
現

適切な業務分担等を行い、取
得日数の向上に努めます。

○

業務の効率化などに努め、
目標を達成することができ
ました。

R7.3.31

R6.5.27

組織目標管理シート

年度 令和６年度 （参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができると思う高齢
者の割合
・仕事に対する職員満足度

組織名（部） 福祉部
組織名

（準部・課・機関名）
地域包括ケア推進課

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

地域の茶の間の助
成件数

コロナ禍前の団体数への回
復を目指し、引き続き支え合
いのしくみづくり推進員と協力
しながら地域の茶の間の普
及推進に努めます。

主な取組（事業）

×1

3

認知症の人ができる限り住み慣れ
た地域で自分らしく暮らし続けるこ
とができる社会の実現を目指すた
め、認知症施策推進大綱の取組
方針に沿って、施策を推進してい
きます。

政策7-1-①

政策7-1-②

地域の中で生きがいを持ちながら
役割を果たせるよう、支え合いの
地域づくりを進め、一人ひとりの介
護予防や健康寿命の延伸につな
がることを目指します。

認知症サポーター
養成人数

学校や企業において養成講
座を開催いただけるよう、関
係機関、関係団体へのはた
らきかけを進めます。

職員が働きながら子育てや介護な
どにも取り組むことができるよう、
働きやすい職場環境の整備に努
めます。

年次有給休暇の取
得日数（一人あたり
年平均）

引き続き事務事業の見直し
や業務負担の平準化に取り
組みながら、休暇を取得しや
すい職場環境の整備に努め
ます。

△

フレイルチェック参
加者数

次年度は全圏域での実施を
予定しています。区だよりで
の周知やコミ協への依頼など
で参加者増加に努めるととも
に、LINEを活用したフレイル
サポーターからの勧誘を進め
るなど、事業の活性化を図り
ます。

認知症予防出前講
座実施回数

引き続き、各地域に運動普及
推進員を派遣し、運動や脳ト
レ、栄養・口腔ケアといった認
知症予防に効果的なメニュー
を組み合わせながら、認知症
予防の普及に努めます。

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

94.17% 96.44%
（見込み）

199,239千円 170,922千円
（見込み）

48件 18件

96件 96件

96件 96件

3

実施 実施 介護サービス事業所
への助言・指導

マニュアルの整備、ホームペー
ジの充実、申請様式の見直し
などを通して、介護サービス事
業所への助言・指導体制を強
化します。

○

指定業務担当と給付業務
担当の課内連携のほか、
福祉監査課の運営指導に
当課担当者が共同して取
り組むなど、他課との連携
を行い、助言・指導体制の
強化を図った。

実施 実施 認定審査の簡素化 審査までの平均所要日数に着
目し、必要に応じ
・簡素化対象要件の見直し
・簡素化対象合議体の拡大
・１回あたりの簡素化審査件数
増等を行い、所要日数短縮に
向けた取り組みを行います。

4以上を90％ 4以上
96.5％

認定調査員の資質向
上

明瞭な調査票記載につながる
テキストの作成、具体的な処理
誤り事例の整理及び情報共有
等を通し、項目評価の正確な
理解を深め、認定調査員の資
質向上を図るとともに、職員が
行う記載内容確認に係る手間
を軽減します。

5 行財1-3-②

業務体制等検
討、システム調
達

実施 介護保険システムの
標準化

介護保険システムについて、
国が定める標準仕様に準拠し
た「標準準拠システム」への移
行を進めます。

○

標準準拠システムの移行
に向けて目標のとおり着実
に進めることができた。

介護保険財政の安定的な運営と
負担の公平性の観点から保険料
の収納確保に努めます。

認定審査業務の一部本庁集約化
のメリットを活かして業務の平準化
を図り、より効率的に認定審査を
行います。

4

認定審査の簡素化

ケアプラン点検実
施数

2

必要な給付を適切に提供するた
め、介護給付適正化の主要3事業
である「要介護認定の適正化」「ケ
アプラン点検、住宅改修の点検、
福祉用具購入・貸与調査」「医療
情報との突合・縦覧点検」を推進し
ます。

滞納繰越額（千円）

住宅改修の点検

福祉用具購入・貸
与調査

現年普通徴収収納
率（％）

1

給付適正化や指定基準遵守のた
め、介護サービス事業所への助
言・指導体制を強化をし、サービス
水準の向上を図ります。

介護サービス事業
所への助言・指導
の徹底

引き続き、福祉監査課の運
営指導・監査に協力し介護
サービス事業所への助言・指
導体制を強化する。

国の進める自治体システムの標
準化に着実に取り組み、システム
運用の効率化や他の行政機関な
どとのシステム連携の円滑化を進
めます。

業務システムの「標
準準拠システム」へ
の移行

移行までの全体スケジュー
ルに沿って、具体的に作業を
進めていく。

・簡素化対象要件の見直し
には至らなかったが、簡素
化対象合議体の拡大及び
審査会１回あたりの簡素化
審査件数増を行い、件数
については従来の１０件程
度から最大３０件程度へ拡
大した。結果、認定までの
平均所要日数を対前年度
比１．３日短縮することがで
きた。（R7.2月末現在）
・認定調査員現任研修に
使用する資料の記載内容
を精査の上、要点を絞った
説明に努め、目標とした理
解度アンケートの点数割合
をクリアすることができた。

・引き続き簡素化審査の件数
増加に努め、認定までの平
均所要日数を法定の３０日以
内とすることを目指す。
・認定調査員現任研修に使
用する資料について、記載不
備の傾向を再確認した上で
内容を見直し、項目評価の精
度の更なる向上を図る。○

認定調査員現任研
修理解度アンケート
の点数割合（％）

※５段階評価で実
施し、６０％以上で
あれば「４」、８０％
以上であれば「５」と
する。

・介護支援専門員が作成した
ケアプランが利用者の自立支
援に資する適切なものとなって
いるか点検を実施します。
また、点検結果や改善事例に
ついて、研修会等を通じて全事
業所にフィードバックを行うこと
で、マネジメントの質の向上や
質の高い人材育成・確保を図
ります。
・住宅改修や福祉用具の点検
を実施し、適切な給付であるか
確認します。

今後の方針

・担当職員の募集を行うとと
もに、新潟県国民健康保険
団体連合会のケアプラン点
検モデル事業に参画し、国保
連への委託化に向けて検討
を進めていく。
・各種団体が開催する研修
会等を通じて事業所にフィー
ドバックを行うことで、マネジ
メントの質の向上や人材育
成・確保を図っていく。
・住宅改修・福祉用具につい
ては、引き続き点検を行うと
ともに、県等の研修を活用
し、知識を習得し、点検の精
度を向上させる。

引き続き、一斉催告の実施
やお知らせセンターによる初
期滞納の解消を図り、滞納処
分も実施して行く。

介護給付適正化事業

○

一斉催告を複数回実施す
るとともに滞納処分として
預金差押えなど滞納解消
に向けた取り組みを実施し
た。

△

・ケアプラン点検は、担当
職員の欠員により目標を
達成できなかった。従前の
点検方法は事業所・市とも
に事務負担が大きいことか
ら点検のオンライン化や書
類の簡素化により事務負
担軽減を図った。
・令和6年12月に認定調査
員現任研修を活用し、ケア
プラン点検結果の報告を
行い、人材育成するととも
に、ケアプラン点検に関す
る周知を行った。
・今年度より住宅改修・福
祉用具の点検を開始した。
令和6年11月には県・リハ
ビリ職能団体による研修を
受け、点検に係る知識習
得を行った。

「保険料納付お知らせセン
ター」による初期滞納者への文
書・電話催告や給付制限の周
知に努めるとともに、長期・高
額滞納者に対する対策（催告
書送付、電話催告、滞納処分）
に取り組みます。

主な取組（事業）

介護保険料の保険料
収納率の向上

組織目標管理シート

年度 令和６年度 （参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・行政サービスのデジタル化により、利便性が向上したと思う市民
の割合

組織名（部） 福祉部
組織名

（準部・課・機関名）
介護保険課

R6.5.27

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況

R7.3.31

取組指標

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

94.17％（現状値
以上）

94.24％
（見込み）

口座振替の利用促進、「保
険料納付お知らせセン
ター」による初期滞納者へ
の催告の継続的な実施に
より、収納率は順調に推移
しており、目標値を上回る
見込み。

17.30％（現状値
以上）

18.00％
（見込み）

滞納者に対する、財産調
査やその結果に基づき、滞
納処分を実施したことによ
り、収納率は目標値を上回
る見込み。

45.0％(第四期
特定健康診査
等実施計画目
標値）

40.0%(見込み） 年度末実施の未受診者健
診や健康づくりのための情
報提供事業（みなし健診）
の状況等を踏まえ、R5年
度実績（39.0%）を上回る見
込み。しかし、目標値は下
回る見込み。

35.0％（第四期
特定健康診査
等実施計画目
標値）

16.2%(見込み） 利用率向上に向け、未利
用者への働きかけを各区
や委託医療機関と連携しな
がら実施し、R5年度実
（15.2%）を上回る見込み。し
かし、目標値は下回る見込
み。

3 政策6-1-①

31.0％(第三期
保健事業実施
計画目標値）

31.0％（見込み） 生活習慣病重症化予
防のための医療機関
受診勧奨対策

第三期保健事業実施計画に基
づき、特定健診結果から受診
勧奨値であるにもかかわらず
受診が確認できない方に対し、
通知による医療機関受診勧奨
を実施するとともに、訪問等に
より保健指導を実施し、医療機
関受診率向上を図ります。

○

通知6か月経過後に受診を
確認するため、今年度分は
集計中であるが、R５年度
実績（30.5%）以上を見込ん
でおり、目標を達成する見
込み。

4 行財1-3-①

例規改正
被保険者への
加入者情報通
知
資格確認書交
付のためのシス
テム改修等準備
等

条例・規則等改
正
加入者情報通
知
システム改修
資格確認書・資
格情報通知書
の交付開始

健康保険証廃止（マイ
ナ保険証への一本
化）

令和6年12月2日に予定されて
いる健康保険証廃止（マイナ保
険証への一本化）の円滑な実
施のため必要な準備を進めま
す。 ○

健康保険証廃止に向け、
条例・規則等の改正、加入
者情報のお知らせ送付、広
報・周知、システム改修な
ど準備作業を進め、予定通
り12月2日以降資格確認
書・資格情報通知書の交
付を開始した。

特定保健指導実施
率

新潟市国民健康保険第四期特
定健康診査等実施計画に基づ
き、未受診者健診や、受診勧
奨通知に加え、医療機関から
の診療情報提供により健診受
診とみなす取組みを実施する
など、未受診者対策の強化を
図り、受診率の向上に努めま
す。また、ICTを活用した特定
保健指導を実施し利用率拡大
を図り、保健指導実施率向上
に努めます。

特定健康診査受診率
及び特定保健指導実
施率の向上

生活習慣病未受診者に対して、受
診勧奨や訪問指導を行い、健康の
保持増進及び生活習慣病の重症
化予防に努めます。

通知後の医療機関
受診率

第三期データヘルス計画及
び第四期特定健康診査等実
施計画に基づき、生活習慣
病の重症化リスクの高い、未
治療者に対して、通知や訪問
等にて保健指導を行い、医療
機関受診につなげ、生活習
慣病の重症化予防に努めま

令和6年12月2日に予定されている
健康保険証廃止（マイナ保険証へ
の一本化）の円滑な実施に努めま
す。

健康保険証廃止
（マイナ保険証への
一本化）への対応

資格異動等手続きの円滑化
のための情報連携による資
格確認の準備を進めるととも
に、令和7年8月の一斉更新
（国保保険証完全廃止）に向
けた準備及び広報・周知を図
ります。

×

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

保険料収納率（現
年分）
※収納率は還付未
済分を含む

口座振替利用者は、継続的
な勧奨業務の実施により順
調に推移しており、今後も収
納確保に向け継続して勧奨
を実施します。また、「保険料
納付お知らせセンター」によ
る初期滞納者に対する催告
も継続的に実施し、収納確保
に努めます。

主な取組（事業）

国民健康保険の保険
料収納率の向上

「ペイジー口座振替受付サ-ビ
ス」を活用した口座振替の利用
促進や、「保険料納付お知らせ
センター」による初期滞納者へ
の催告及び納付困難申出者に
対する納付相談の実施に努め
るとともに、納付資力があるに
も関わらず納付に応じない者
に対しては滞納処分を、納付
資力が無い者に対しては執行
停止を行うなど、未収額の縮減
を図ります。

引き続き催告や滞納処分に
ついて社会情勢等を注視しつ
つ状況に応じた滞納者対策
を実施します。

○

年度 令和６年度 （参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）
・自分が健康だと思う市民の割合

組織名（部） 福祉部
組織名

（準部・課・機関名）
保険年金課

組織目標管理シート

R6.5.27

R7.3.27

健全で安定した国民健康保険事
業の運営を維持するため、きめ細
かな滞納者対策を講じながら保険
料の収納確保に努めます。

国民健康保険被保険者の健康の
保持増進を図るため、特定健康診
査・特定保健指導の効果的・効率
的な実施に努めます。

保険料収納率(滞納
繰越分）
※収納率は還付未
済分を含む

No.

組織目標 指標

特定健康診査受診
率

1

2 政策6-1-①

第三期データヘルス計画及
び第四期特定健康診査等実
施計画に基づき、受診勧奨
や未受診者健診等の実施、
ICTを活用した特定保健指導
や未利用者への訪問等によ
る勧奨を実施し、特定健診受
診率・特定保健指導実施率
の向上に努めます。

○：達成
△：一部未達成
×：未達成


